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復帰率は 37.8%であり、支援についての困難性も明らかになった。  
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研究成果の概要（図･グラフ等は使用しないこと。） 
2013 年 10 月 5 日から 2013 年 11 月 30 日にかけて筆者は「生活保護精神障害者退院促
進 事 業 に 関 す る ア ン ケ ー ト 調 査 」 を 実 施 し 、 170 ヶ 所 の 病 院 か ら 回 答 を 得 た （ 回 答 率
14.5％）。これらの回答のうち完全に白紙の回答が 2 ヶ所あり、白紙の回答のうち 1 ヶ所
は生活保護非指定病院であった。また、他にも 1 ヶ所の生活保護非指定病院があった。こ
の調査は退院促進事業に関するものと枠組みを決めていたため、生活保護非指定病院は調
査対象としなかった。そのため、白紙回答の 2 ヶ所と生活保護非指定病院 1 ヶ所を除いた
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 業務報告書によると、2013 年度は、退院促進事業対象者 190 名のうち、91 名（ 45.5％）
が「退院・社会復帰」、 74 名（ 37.0％）が「対応中」、 35 名（ 17.5％）が「中止」であっ
た。対象者は精神障害者 135 名（ 67.5％）だけではなく、その他 65 名（ 32.5％）も含ん





 二つ目に、「退院・社会復帰」後の入居先は、有料老人ホームの 35 名（ 38.5％）が最




居宅が 9 名（ 9.9％）であった。  
 最後に、社会復帰率であるが、精神障害者は対象者 135 名のうち 51 名が退院できてい
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